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第
５
章

第
２
部

　環境問題の多くは、経済成長の結果、社会経済
構造が大きく変革し、日常生活や事業活動におけ
る環境負荷が増大したことに起因するとされてい
る。
　こうした状況を踏まえ、県は、平成11年を「環
境元年」と位置づけ、県民、事業者及び行政の各
主体が公平に役割を担い、互いに連携・協力しな
がら、環境に配慮した活動を推進しようと「環境
にやさしい大分県」の実現に取り組むこととした。
このための基幹的な組織として平成12年2月に「エ
コおおいた推進県民会議」を設置した。
　こうした活動をさらに浸透させ、県民総参加に
より美しく快適な大分県づくりを進めるため、平
成15年9月には「ごみゼロおおいた作戦県民会議」
を新たに設置し、環境の世紀と言われる21世紀に
ふさわしい、安心して心豊かに暮らせる大分県づ
くりに取り組んでいる。

第１項　自発的な活動の支援�

１　ごみゼロおおいたキャンペーン

　県民一人ひとりが環境問題を自らの問題と
して意識し、行動できるようにするため、ごみ
ゼロおおいた作戦では、参加型の環境保全活動
を実施するなど、各般の「ごみゼロおおいたキ
ャンペーン」を展開している。

　⑴　120万人夏の夜の大作戦（キャンドルナイト）
　夏至の日と七夕の20時から22時までの2時
間、家庭や事業所の不要な照明や屋外看板を
消すなどして省エネと地球温暖化対策に取
り組む「120万人夏の夜の大作戦（キャンド
ルナイト）」を実施している。これまでの夏
至の日の取組に加え、平成21年度からは新た
に七夕の日の取組を行うこととした。平成
21年度は、企業・団体、市町村等を中心に
2,578施設の参加登録があった。
　大分市では、廃油キャンドルの回廊がつく
られた「キャンドルナイトチャレンジin府内
五番街」が、豊後大野市では竹灯籠の灯りと
大正琴の調べの中で「三重川キャンドルナイ
ト」が実施されるなど、県下各地で特色ある
取組が展開された。

　⑵　120万人県民一斉ごみゼロ大行動
　美しく快適な大分県づくり条例に基づく
「環境美化の日」の取組として8月に県下全域
を対象に美化活動の実施を呼びかけるとと
もに、美しい観光地づくりを目指して秋の
行楽シーズンに合わせて10月に観光地やイ
ベント会場を対象に美化活動等の実施を呼
びかける「120万人県民一斉ごみゼロ大行動」
を実施している。
　平成21年度は環境美化の日を8月2日に設
定し、美化活動の実施を呼びかけたところ県
下で約11万人の県民が参加し、約160トンも
のごみが収集された。

第１節　自発的な環境保全活動の促進

第５章　すべての主体が参加する地域社会
　　　　の形成

「キャンドルナイトin府内五番街」（大分市）

「三重川キャンドルナイト」（豊後大野市）

　120万人県民一斉ごみゼロ大行動（中津市）
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　⑶　四季折々キャンペーン
　四季折々の風情を取り入れた省エネ・省資
源型ライフスタイルに県民総参加で取り組
む「四季折々キャンペーン」を展開している。
　春にはアサガオやヘチマ等のツル性植物
で窓際や壁面に「緑のカーテン」を育てる『エ
コ「花」ライフ』、夏には風呂の残り湯など
の二次利用水を使って「打ち水」を行う『エ
コ「涼」ライフ』、秋には食材の使い切りや
省エネ調理法などの「エコ・クッキング」に
取り組む『エコ「食」ライフ』、冬には重ね
着等により暖房の設定温度を抑制する『エコ
「暖」ライフ』の実践を呼びかけている。
　

　

⑷　「緑のカーテン」の推進
　平成21年度に目に見える地球温暖化対策
として、県庁舎においてアサガオとニガウリ
を使った「緑のカーテン」づくりに取り組ん
だ。緑のカーテンの設置階と非設置階とで
は、室内の温度に平均で約1度の差があった。
今年度県庁舎で採取した種と県民から寄せ
られた種を保管し、来年度「緑のカーテン」
をさらに広めていくために活用する。
　また、「緑のカーテンフォトコンテスト」
を今年度初めて実施し、家庭、学校、事業者
から147件の応募があり、最優秀賞1点、部門
賞3点、特別賞5点を表彰した。

夏「エコ涼ライフ」〜打ち水

冬「エコ暖ライフ」〜重ね着

秋「エコ食ライフ」〜エコ・クッキング （国東市）
緑のカーテンフォトコンテスト・最優秀賞

（豊後大野市立大野小学校）

緑のカーテン（県庁舎）

春「エコ花ライフ」〜緑のカーテン（大分市）
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２　３Ｒ実践活動の支援

　⑴　ごみゼロおおいた推進隊
　廃棄物の減量化やリサイクル等について
取り組むべき具体的政策を提案し、地域や職
場において実践活動を展開するグループを
「ごみゼロおおいた推進隊」に任命してその
取組を支援している。
　平成21年度は10団体を任命しており、それ
ぞれのグループはテーマに沿って特色ある

活動を実施するとともに、相互に連携し活動
を行うなど「ごみゼロおおいた作戦」を積極
的に展開している。（平成21年度ごみゼロお
おいた推進隊名簿は表1-1a）

番号 市町村 団体名 主な活動内容

1 別府市 グリーングラム 旅館やホテルと協同し、割り箸を回収する。また、大学
祭において、竹箸や竹皮草履作り教室を開催する。

2 中津市 アースデイ中津

段ボールコンポストの普及のための調査実験を行い、問
題点を解消する方法を探し、多様な生活スタイルにあわ
せた段ボールコンポストの普及を目指す。また、年に１
回「アースデイ中津」という市民へごみ減量を発信する
啓発イベントを実施する。

3 佐伯市 蒲江浦づくりの会 カバネの浜や蒲江地区湾岸の清掃活動を行う。また、キャ
ンドルナイトを実施する。

4 佐伯市 花てまりの会
着物のリサイクルを呼びかけ、物の大切さを見直しても
らうきっかけにする。また、廃油キャンドルを使い、着
物を再利用したイベントを実施する。

5 佐伯市 ＮＰＯ法人虹の翼
清掃活動やイベントでのごみの分別を行い、ペットボト
ルのキャップと本体をリサイクルする。また、廃油を使
いキャンドルを作り、イベントで使用する。

6 臼杵市 臼杵市女性団体連絡会
廃食油を再資源として利用するため、廃食油から石けん
を作ったり、バイオディーゼル燃料の普及啓発を行う。
また、地産地消や循環型社会を学習するグリーンツーリ
ズムを実施する。

7 竹田市 ひよこ
廃油からせっけんやローソクを作ったり、小学生と一緒
に川の水質調査を行う。また、国体ののぼり旗を使い法
被を作る。

8 竹田市 竹田市ボランティア連絡協議会
１度使用しただけでごみとして捨てられる木の割り箸を
回収し、製紙工場で紙として再生する。あわせて、マイ
箸運動を行う。

9 豊後大野市 里
り ふ

歩の会
ガイドコースに落ちているごみを拾い、リサイクル可能
なごみを分別する。また、竹を利用してコース地図を作
成する。

10 豊後大野市 三重町くらしを考える会

公民館や子供教室、地域女性学級等に廃油石けんの出前
教室を行ったり、イベントでの無料配布を行うなど、廃
油せっけんづくりの輪を広げる。また、他団体と連携し、
廃食油でキャンドルをつくり、キャンドルナイトを実施
する。

表1-1a　平成21年度ごみゼロおおいた推進隊名簿
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３　環境保全活動の促進

　環境保全活動を促進するためには、身近なこ
とから地球規模にいたるまで様々な環境問題
や環境保全に関する取組についての具体的な
情報を提供し、県民一人ひとりの環境に関する
意識を高めるとともに、多様化する住民ニーズ
に対応できるNPOとの協働等を通じ、それぞ
れが自発的に環境保全に取り組む意欲を増進
する仕組みを構築する必要がある。

　⑴　事業者の自発的活動の促進
　事業者による事業活動は、利便性や生活水
準の向上、社会基盤の整備に貢献する一方
で、地域の環境のみならず地球環境にも大き
な影響を及ぼしているとされてきた。また、
環境に配慮することは、生産性の面からマイ
ナスであるとの見方が以前はあったが、近年
の産業界では、環境への配慮を企業イメージ
の向上というプラスの面から捉える向きが
大勢となり、自主的に環境マネジメントシス
テムを構築するなど、環境保全に対して積極
的な取組を見せる企業が増えつつある。

　　◦「エコおおいた推進事業所」の登録
　環境配慮の取組目標（3項目以上）を自
主的に定め、事業活動に伴う環境負荷を低
減しようとする事業所を、県では環境に配
慮した事業所であるとして平成12年3月か
ら「エコおおいた推進事業所」に登録して
いる。これらの取組に関する情報はインタ
ーネット（県庁ホームページ）等を通じて
広く県民に紹介している。
　平成21年3月末での登録数は1,017事業所
となっており、「ごみゼロおおいた作戦」
の環境保全活動への参加も見られ、登録事
業所での環境配慮の取組の和が広がりつ
つある。
　なお、平成21年3月末の市町村別登録状
況は表1-1bのとおりである。

表1-1b　エコおおいた推進事業所登録数
� （平成21年3月末現在）

　　◦エコアクション21認証・登録制度
　環境省が平成8年に策定した中小企業向
けの環境配慮のプログラム。広範な中小企
業、学校、公共機関などに対して、「環境
への取組を効果的・効率的に行うシステム
を構築・運用・維持し、環境への目標を持
ち、行動し、結果を取りまとめ、評価し、
報告する」ための方法として、環境省が策
定したエコアクション21ガイドラインに
基づく、事業者のための認証・登録制度で
あり、県内では14事業所（平成21年6月末
現在）が認証・登録している。

　⑵　家庭における自発的活動の促進
　　◦「地球環境家族」の登録

　家庭を対象にした取組の推進としては、
平成17年3月から省エネルギーをはじめと
した地球温暖化防止対策に取り組む「地球
環境家族」の登録を開始し、登録家族には
環境に関する情報提供を行っている。平成
21年3月末現在の登録家族数は1,409家族と
なっている。

　⑶　啓発活動の実施状況
　環境問題は、県民、事業者、行政がそれぞ
れの立場から環境保全に向けた取組を主体
的に推進するようになってはじめて解決し
うるものである。そうした中、近年、環境問
題に対する県民の関心も高まりを見せ、これ
までの公害の防止や自然環境の保全といっ
た観点から、安らぎや潤いのある快適な生活
環境を創出するといった観点にその指向が
向きつつあり、県下各地でNPO法人やボラ
ンティア団体が主導する各般の環境保全活

市町村名 登録数 市町村名 登録数 市町村名 登録数
大 分 市 436 津久見市 26 由 布 市 16
別 府 市 76 竹 田 市 20 国 東 市 69
中 津 市 70 豊後高田市 16 姫 島 村 2
日 田 市 35 杵 築 市 35 日 出 町 18
佐 伯 市 30 宇 佐 市 39 九 重 町 4
臼 杵 市 54 豊後大野市 56 玖 珠 町 15

合計 1,017
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動が盛んに行われているところである。
　県では、県民の自主的な環境保全活動を支
援するとともにその活動が一層発展するよ
う促すため、また、より広範な環境保全思想
の浸透を図るために、各種の啓発活動を実施
している。
　なお、平成20年度に県が実施した啓発活動
の実施状況は表1-1cのとおりである。

　⑷　環境月間行事の実施状況
� �1972年（昭和47年）6月にストックホルム
で開催された国連人間環境会議において、人
間環境の保全と改善を世界共通の努力目標
とする「人間環境宣言」が採択されたが、こ
の会議において日本は毎年6月5日からの1週
間を「世界環境週間」とすることを提唱した。
国連ではこれを受けて、毎年6月5日を「世
界環境デー」と定めた。我が国では、環境庁
の主唱により、昭和48年から毎年6月5日を初
日とする1週間を「環境週間」と定め、国民
一人ひとりがよりよい環境づくりに向けて
認識を新たにするよう全国的な運動が展開
されていたが、平成3年からは、これまで以
上に環境保全活動に関する国民の責務と自
覚を促すため、従来の環境週間の幅を拡大し
て、6月の1ヶ月間を「環境月間」として国や、
都道府県、市町村、民間団体などにより各種
啓発事業に取り組むこととなった。
　また、平成5年11月に制定された環境基本
法において、事業者及び国民の間に広く環境
の保全についての関心と理解を深めるとと
もに、積極的に環境の保全に関する活動を行
う意欲を高めるため、6月5日が「環境の日」
と定められ、国及び地方公共団体はその趣旨
にふさわしい事業を実施するよう努めるこ
ととされた。
　県においても、県が主体となった行事を実
施するとともに、「環境の日」及び「環境月
間」について積極的に広報を行い各種自発的
な取組を推進している。平成20年の実施状況
は表1-1dのとおりである。
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行事名 所管課 実施期間 場所 内　　　　　　容

平成20年環境月間�
（６月５日環境の日） 生活環境企画課 ６月１日�

～６月30日 県 内 詳細は表1-1ｄ参照。

瀬戸内海環境保全
月間 環境保全課 ６月１日�

～６月30日 県 内
期間中（社）瀬戸内海環境保全協会作成のポス
ターを市町村・保健所等へ配布し意識の高揚を
行った。

河川愛護月間 河川課 ７月１日�
～７月31日 県 内

期間中、河川周辺のごみ拾いや雑草刈りを実施
した。また、啓発活動用チラシやポスターを市
町村・土木事務所等へ配布し河川愛護思想の高
揚を図った。

海岸愛護月間 河川課 ７月１日�
～７月31日 県 内

期間中、海岸の清掃を実施し国土交通省の作成
した「海岸愛護ポスター」を市町村・土木事務
所へ配布し海岸愛護の高揚を図った。

自然に親しむ運動
月間 景観自然室 ７月21日�

～８月20日 県 内 自然観察会が開催され、自然環境思想の高揚が
図られた。

道路ふれあい月間�
（８月１０日道の日） 道路課 ８月１日�

～８月31日 県 内
期間中道路の草刈、側溝掃除、空き缶拾い等を
実施した。また、各種広報媒体により、道路愛
護思想の高揚を図った。

生活排水きれい推進
月間
（9月10日下水道の日）
（10月1日浄化槽の日）

公園・生活
排水課

９月10日�
～10月10日 県 内

市町村と連携した各種「下水道の日」「浄化槽の
日」の広報・啓発等により、生活排水対策によ
る水環境保全思想の高揚を行った。

みどりのまちづくり
推進月間

森との共生
推進室

10月１日�
～10月31日 県 内

県民一人ひとりの手で緑化木を植栽し、生活環
境の緑化を推進するため、街頭での緑化苗木の
配布を行い、緑化の意識の高揚を図った。

都市緑化月間 公園・生活
排水課

10月１日�
～10月31日 県 内

都市における緑の保全・創出や、都市計画、街
路樹の整備等を促進し、住民参加による緑豊か
な美しい町づくりを展開するため、「都市緑化月
間」中に、緑に関するイベントとして苗木等の
無料配布を行った。

第５５回文化財保護
協調週間 文化課 11月１日�

～11月７日 県 内

大分県文化財愛護功労者表彰・文化財に関する
講演会・芸能発表会の開催・文化財めぐり・文
化財周辺の清掃活動・児童生徒による文化財学
習などを実施し、文化財愛護思想の普及・高揚
を図った。

地球 温 暖 化防止
月 間 地球環境対策課 12月１日�

～12月31日 県 内
「地球温暖化対策�九州・沖縄・山口統一キャン
ペーン」の一環として、「ストップ地球温暖化大
分県ノーマイカーデー」を実施するなど、地球
温暖化防止に対する意識の高揚を図った。

省エネルギー月間 地球環境対策課 ２月１日�
～２月28日 県 内

新聞、ラジオスポットでの広報活動を通じて、
資源とエネルギーを大切にする意識の高揚を
図った。

緑化推進強化月間 森との共生
推進室

３月１日�
～３月31日 県 内

期間中、県内各地で緑化用苗木の街頭配布を行っ
たほか、新聞への掲載、取組パンフの配布等に
より緑化の普及の啓発を行った。

表1-1c　啓発活動の実施状況� （平成20年度・大分県実施）
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番号 行事名 行事内容 主催 場所 期日

1
地球温暖化対策　
九州・沖縄・山口統一
キャンペーン

九州地方知事会の取組として、エコ
スタイルキャンペーン、ノーマイ
カーデーの設定、エコドライブの推
進を統一的に実施した。

九州地方知事会 九州・沖縄・
山口各県 ６月～

2
ストップ地球温暖化
大分県ノーマイカー
デー

県民・事業者一人ひとりに参加して
いただく地球温暖化対策として「ス
トップ地球温暖化　大分県ノーマイ
カーデー」を実施した。

大分県 県下全域 ６月４日

3 ノーマイカーデー 県職員による毎月第１、第３水曜日
におけるノーマイカーデーの取組 大分県 通勤途上 ６月４、18

日

4
夏季エコスタイル
キャンペーン

冷房時の適正温度の徹底（室内温度
28度）と夏季の軽装勤務を推進した。大分県 県下全域 ６月１日～

９月30日

5
１２１万人夏の夜の
大作戦（キャンドル
ナイト）

ごみゼロおおいた作戦の一環とし
て、家庭や事業所にライトダウン・
ライトオフを呼びかけ、省エネとＣ
Ｏ２排出削減に取り組んだ。

大分県・
ごみゼロおおいた
作戦県民会議

県下全域 ６月21日

6
四季折々キャンペーン
：エコ花ライフ

ツル植物（アサガオ、へちま等）で「緑
のカーテン」をつくり、夏季の省エ
ネにつなげた。

大分県・�
ごみゼロおおいた
作戦県民会議

県下全域 ６月中

7
ゴミゼロおおいた
推進隊任命式

地域や職場でごみの減量化やリサイ
クル等の特色ある３Ｒを実践する団
体を任命した。

大分県
大分県共同庁
舎１４階大会
議室

６月27日

8
マイバッグ持参状況
調査

県内におけるマイバッグ等の持参状
況を調査し、大分県版エコマネー「め
じろん」マイバッグ運動の効果を検
証することにより、今後の取組みの
基礎資料とした。

大分県 大 分 市 内4店
舗

６月13日
６月20日

9 公害パトロール 事業場の環境保全対策等の確認調査 環境保全課

・太平洋セメ
��ント（株）大分�
��工場（津久見）�
・新日本製鐵��
��（株）大分製
��鐵所

・６月10日
・６月16日
　

10 一般公開 環境月間中、当センター内の施設を
一般県民に公開した。

衛生環境研究
センター

大分市高江西
2丁目8番

６月１日～
30日

11 体験学習

小学３年生を対象に、当センターを
公開し、体験学習を指導するととも
に、健康及び環境保全に対する理解
と関心を高めた。�
①自動車の排気ガス測定
②パックテストを用いたプールや　
　川、飲み水等水の汚れの検査�
③各人の手形から培養した細菌の観
　察�
④食品添加物を用いたスライムの作
　成�
⑤電子顕微鏡による毛髪や昆虫の観
　察

衛生環境研究
センター

大分市高江西
２丁目８番 ６月１日

12 環境保全キャンペーン 街頭広報環境美化活動 東部保健所 ＪＲ別府駅前
等 ６月25日

表1-1d　平成20年度「環境の日」及び「環境月間」関連行事
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４　自発的な環境保全活動を支える人材・
団体等との連携・協力

⑴　大分県環境教育アドバイザー派遣事業
　地域住民のよりよい地域環境をつくってい
こうとする意識を高め、地域全体として環境保
全の取組を効果的に推進するためには、環境保
全活動に取り組む個人、団体と協働する必要が
ある。
　県では環境保全活動に取り組むＮＰＯとの
協働を進めているほか、自発的な環境保全活動
の重要性についての理解を深めるとともにそ
の実践を促進するため、学校や地域団体に環境
教育アドバイザーを派遣している。

⑵　水環境保全活動ネットワーク化促進事業

　平成19年12月に開催された「第1回アジア・
太平洋水サミット（以下「水サミット」とい
う。）」は、世界36の国と地域から多数の参加者
を得て活発な議論が行われ、その成果は、「別
府からのメッセージ」として世界に発信され、
大きな成功をおさめた。同時に水サミットは、
県内に所在、あるいは県内で活動する学校、企
業、ＮＰＯ等の団体をはじめ、広く県民に、水
問題への関心を喚起した。
　県では、この水サミットを契機として、水資
源確保、水災害対策、水質保全、水環境問題
等の水問題及び環境保全活動全般に対する県
民意識の向上と、関係団体の交流を促進し、ネ
ットワーク化を図るため、多彩な行事を展開し
た。

13 廃棄物パトロール 不法投棄現場監視 東部保健所
杵築市大字守
江�
日出町豊岡

６月20日

14 不法投棄監視 廃棄物の投棄パトロール
中部保健所、臼杵
市、津久見市、
産廃処理業協会

臼杵市、津久
見市 ６月４日

15 廃棄物撤去 一般廃棄物等の投棄箇所撤去事業 臼杵市、
中部保健所 臼杵市 ６月９日

16
地球温暖化防止協議会
準備会議 協議会設立準備会議 中部保健所 臼杵市 ６月16日

17
ごみゼロおおいた
作戦会議 県土美化に関する打ち合わせ会議 中部保健所 臼杵市 ６月24日

18
高取橋クリーン作戦
　Vol.2

高取橋(ごみゼロ定点監視ポイント)
の不法投棄監視及び美化活動 大分県西部保健所 日田市大山町 ６月２日

19 県職員一斉美化活動 毎月１日庁舎周辺清掃活動 北部保健所 庁舎周辺 ６月１日

20 ごみゼロ運動 アイネス入居ビル周辺のごみ拾い等
消費生活・
男女共同参画
プラザ

NS大分ビル周
辺 ６月１日

21 ごみゼロ運動 産業科学技術センター周辺のゴミ拾
い

産業科学技術セン
ター 大分市高江西 ６月９日

22 環境美化活動 河川及び職場周辺の清掃 竹工芸・訓練支援
センター

天満橋～　　
古戦場橋まで
２．０ｋｍ

６月６日

23 職員一斉清掃
教育事務所のある総合庁舎の敷地内
及び周辺地域を昼休みに全職員で清
掃した。

中津教育事務所 中津総合庁舎 ６月２日

24
豊の国情報ライブラ
リー職員一斉ごみゼ
ロ大行動

毎日１日を三館合同の「豊の国情報
ライブラリー職員一斉ごみゼロ大行
動の日し、職員のボランティア活動
により地域の環境美化に資すること
を目的として、朝８時から周辺のご
み拾い、草取り及びふき掃除等を実
施している。

大分県立図書館　
大分県公文書館　
大分県立先哲史料館

図書館周辺 ６月２日
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①水サミット開催記念事業
　水と食のフォーラム
　日田市民大会～水郷ひたの清流復活をめざ
　して～
　大野川・くじゅう水のたび
　海でつながる漂着ゴミと市民活動
　シンポジウム「宝の海守江湾」
②水環境保全広域連携人材育成事業
　サイエンスカフェ2008「おおいた水の顔」
　おおいた学生水フォーラム・学生水シンポジ
　ウム
　里山里海現地体験学習
　水とみどりの環境リーダー養成プログラム
③水環境問題啓発事業
　映画「ＫＩＺＵＫＩ」上映会
　おおいた学生水フォーラム基調講演

第２項　県、市町村の率先行動の推進�

　環境保全の推進のためには、地域における取組
が不可欠であり、地方分権が進展する中で、地域
の住民に最も身近な市町村が果たす役割が一層重
要となっている。このため、市町村においてはそ
れぞれの地域特性に応じて、環境保全に関する総
合的な計画等の策定を行うとともに県、事業者、
県民、各種団体と協力・連携し、環境保全に関す
る取組を推進することが期待される。
　また、市町村は地域における一大事業所であり、
自ら消費者、事業者の立場から、地球温暖化対策
実行計画の策定、グリーン購入の推進など率先し
て環境に配慮した活動へ取り組むことが求められ
ている。さらに公共事業の実施においても、計画
から管理までの各段階で環境への配慮が必要であ
る。




